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研究成果の概要（和文）：本研究では，オープン・イノベーションにおけるインバウンド型とアウトバウンド型
という活動類型の有無が，企業の収益にどのような影響を与えるかを調査した．分析の結果，インバウンド型オ
ープン・イノベーションは企業の収益に対して有意にプラスの影響を示したが，アウトバウンド型オープン・イ
ノベーションは企業の収益には影響を与えていないことが示された．これは外部の技術を積極的に取り込んで開
発を実施す るインセンティブが企業にあるのに対して，自社技術を積極的に外部に提供するインセンティブが
無い，もしくは非常に弱いことを示唆している.

研究成果の概要（英文）：This study examines how the presence or absence of inbound and outbound open
 innovation activity affects firms' earnings. The results indicate that inbound open innovation has 
a significant positive impact on firms' profits, while outbound open innovation has no impact on 
firms' profits. This suggests that firms have incentives to actively adopt and develop external 
technologies, while they have no or very weak incentives to actively provide their own technologies 
to external parties.

研究分野：経営学

キーワード： オープンイノベーション
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究により，企業には外部の技術を積極的に取り込んで開発を実施するインセンティブがあるのに対して，自
社技術を積極的に外部に提供するインセンティブが無い，もしくは非常に弱いことが示唆された．すなわち，オ
ープン・イノベーション活動を通じた生産性向上の課題として，企業が死蔵している技術情報の公開促進などの
政策課題があることが示唆される．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年，様々な分野の新技術を組み合わせることによって開発された新製品や新サービス（以

下併せて「新製品」と呼ぶ）によって，我々の生活がより豊かになっている． 

様々な分野の新技術の組み合わせの代表的な例は，iPhone をはじめとしたスマートフォン

(スマホ)であろう．iPhone は，電話，音楽プレイヤー，インターネット・コミュニケーショ

ンデバイスなどの様々な機能が一体化している．それら機能を実現するためにマイク，カメ

ラ，ジャイロセンサーなどの様々なセンサー類，これらデバイスを統合する基本ソフト，さら

には自社ならびにサードパーティが開発したアプリケーション・ソフトウェア，それらを販

売・配布するための流通プラットフォームなど，様々な分野の新技術を統合することで初めて

スマートフォンという製品が成り立っている． 

これらの多様な技術を 1 つの企業で賄うのは，製品開発スピードの面においても開発コス

トの観点からも賢明とはいえない．たとえば岩城 [2017]は「企業が保有する技術の領域が多

岐に渡る（技術の多角化度が高い）ほど，その企業の価値を毀損する」ことを示している． 

さらに，自社の開発した技術が必ずしも業界トップであるとは限らない．仮に自社に 3,000

人ものエンジニアが居たとしても，当該分野の研究者が世界に 30 万人居た場合，社内で新し

いアイデアが一つ生まれる間に，社外では新しいアイデアが 100 生まれている計算になる．ベ

ストな技術が生まれる確率が一定だとすると，自社で業界トップのベストな技術が生まれる

確率は 1％にも満たない計算になる．したがって，競争力のある新製品や新サービスを開発す

る際には，社内だけではなく社外も含めてベストな技術をサーチし，ためらわずに採用する必

要がある． 

すなわち，様々な分野の新技術を組み合わせることが必要なタイプの製品の開発を行う場

合，一企業内で閉じて全ての技術を賄おうとするのではなく，他組織などとの連携によって最

適な製品開発を効率的に推し進める「オープン・イノベーション」が経営戦略上重要となって

きている． 

オープン・イノベーションとは，「組織内部のイノベーションを促進するために，意図的か

つ積極的に内部と外部の技術やアイデアなどの資源の流出入を活用し，その結果組織内で創

出したイノベーションを組織外に展開する市場機会を増やすこと」(Chesbrough [2003])であ

る．オープン・イノベーションには，外部組織との間の技術の売買やライセンシング，共同開

発，ベンチャー企業への出資などが含まれる．組織間で行き交う技術情報の送り手と受け手の

観点から，Gassmann and Enkel [2004] は，以下のオープン・イノベーションの３類型を示し

た．外部から知識・アイデアを取り込む「インバウンド型」（アウトサイド・イン型），社内

の知識・アイデアを外部に提供する「アウトバウンド型」（インサイド・アウト型），社内・

社外の双方向でのやり取りを行う「カップルド型」の三つである．これを受けて，Chesbrough 

et al. [2006] は，オープン・イノベーションを「知識の流入と流出を自社の目的に適うよう

に利用して社内イノベーションを加速化するとともに，イノベーションの社外活用を促進す

る市場を拡大すること」とも定義し，外部からの知識・アイデアの効率的な活用や，内部の技

術・ノウハウの外部化は，自社のテクノロジーを発展させ，価値を創造することにつながると

している． 

 
 
 



２．研究の目的 
本研究では，オープン・イノベーションにおける，インバウンド型の活動とアウトバウンド

型の活動が企業の収益にどのような影響を与えるかを定量的に明らかにすることを目的とす

る． 

 

３．研究の方法 
企業のオープン・イノベーションにおけるインバウンド型活動及びアウトバウンド型活動

を示すデータは，NISTEP のデータを用いる．インバウンド型活動を示すデータ項目としては，

外部支出研究開発費国内（全社），外部支出研究開発費国内（主要業種のみ），外部支出研究

開発費海外（全社），外部支出研究開発費海外（主要業種のみ），ライセンス・インが該当す

る．アウトバウンド型活動を示すデータ項目としては，受け入れ研究費（全社），受け入れ研

究費（主要業務のみ），ライセンス・アウトが該当する． 

当初のリサーチデザインでは，これらのデータを金額ベースで分析を行うものとしたが，こ

れら金額と将来収益との間に統計的関連は見出す事ができなかった．そのため，インバウンド

型オープンイノベーション活動やアウトバウンド型オープンイノベーション活動の有無が将

来収益に影響を及ぼすかどうかについて分析することとした．すなわち，インバウンドダミー

とアウトバウンドダミーを定義して分析モデルの説明変数とすることとした．よって，インバ

ウンドダミーは上に挙げたインバウンド関連項目のうち少なくとも 1 つが 0 でない場合 1 と

した．同様に，アウトバウンドダミーはアウトバウンド関連項目のうち少なくとも 1つが 0で

ない場合を 1とした． 

① 分析モデル 

企業のオープン・イノベーションにおけるアウトバウンド型の活動とインバウンド型の活

動それぞれにおける将来収益の因果関係を分析した先行研究の多くは，R&D における支出を単

年度のフローのみで捉えてその関係性を分析するものである．しかしながら R&D 活動から新

技術の開発，新製品の完成から収益につながるまでにはタイムラグがあり，タイムラグを想定

しない分析の結果は実態とは乖離している可能性がある．本研究においては，R&D 費と将来収

益との関係性を分析するモデルとして，多くの先行研究において踏襲されている，Lev and 

Sougiannis [1996]のモデルを使用する． 

本研究では，Lev and Sougiannis [1996]のモデルに対して，説明変数にインバウンド・ダ

ミーとアウトバウンド・ダミーを追加して，オープン・イノベーションにおけるインバウンド

型活動，並びにアウトバウンド型活動が企業の収益にどのような影響をあるかを観測する(式

(1))． 
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+෍ߚସ,௠(ܴܦ ܵ⁄ )௧ି௠

௠

+ ܦܣ)ହߚ ܵ⁄ )௜,௧ିଵ + ௜,௧ߝ (1) 

 

② アーモン・ラグ推定 

式(1)のモデルを用いて分析するにあたっては，Lev and Sougiannis [1996]などの先行研

究に倣いアーモン・ラグによる多項式ラグモデル(Almon Lag Model)に基づく回帰分析を行う．

この統計手法は国内の先行研究においても多く使用されている手法である．アーモン・ラグ推



定を用いることにより，偏回帰係数を低次の多項式に近似することで回帰モデルの多重共線

性の問題を回避する事が期待できる． 

 
４．研究成果 

分析を行なった結果，インバウンド型オープン・イノベーションにおいては企業の収益に対し

て有意にプラスの影響を示したが，アウトバウンド型オープン・イノベーションの企業収益への

影響は有意ではなかった．これは，外部の技術を積極的に取り込んで研究開発を実施するインバ

ウンド型は企業にインセンティブがあるのに対して，自社技術を外部に提供するアウトバウン

ド型のオープンイノベーションはインセンティブが無い，もしくは非常に弱いことが示された． 

本研究では，オープン・イノベーション活動の 3 つの類型の内 2 つ（インバウンド型オープ

ン・イノベーション及びアウトバウンド型オープン・イノベーション）に着目して，企業におけ

るそれぞれの活動が企業の収益にどのような影響を及ぼすかについて分析した．この結果，イン

バウンド型オープン・イノベーションの活動が企業の収益性の向上に資することが示された．イ

ンバウンド型オープン・イノベーションは，必要な技術を全て自社内の研究開発で賄うのではな

く，社外の技術も活用して新製品開発を効率的に行うことであり，オープン・イノベーションの

本質であるといえる．インバウンド型活動が収益性の向上につながっているということは，少な

くともサンプル企業である資本金 1億円以上の大企業において，インバウンド型オープン・イノ

ベーションが有効な経営手法であると言えるだろう． 

一方で，アウトバウンド型活動については，有意な収益性向上を見ることはできなかった．自

社の技術をアウトバウンドする際の見返りは，受け取り研究開発費であったりライセンス費で

あったりと営業収益とは異なる収入項目であるため，自社技術をアウトバウンドすることが，企

業の営業収益の向上という結果にはつながっていないと考えられる． 

オープン・イノベーションにおいては，技術をアウトバウンドする側とインバウンドする側の

両方がいないと技術の流通が成立せず，オープン・イノベーションの全体スキームが機能しない．

そのためには，インバウンド側・アウトバウンド側の双方が Win-Win の関係になることが理想で

ある．しかし，今回のサンプル企業においては，インバウンド側にのみ営業収益の向上が見られ

た．もちろん，アウトバウンド側にとっては，有効利用されていない「死蔵」された技術を他社

で有効利用してもらうことにより，直接，営業収益にはつながらなくても研究開発費やライセン

ス費の名目での収入を得ることが可能である． 

オープン・イノベーションのスキームが経済全体として一層機能するためには，技術情報の流

通が円滑に行われ，需給がバランスする必要がある．そのためにはアウトバウンド側からの技術

情報の提供が重要と考えられるが，本研究の結果は，特許制度による強制的な情報公開を除くと，

アウトバウンド側の自社技術公開のインセンティブが乏しい実態を示唆している．その結果と

して，サンプル企業におけるインバウンド活動を行っている企業が全体の約 6 割にのぼるのに

対して，アウトバウンド活動を行っている企業の比率が 3 割半ば程度にとどまっているのでは

ないだろうか． 

今後，オープン・イノベーション活動を通じた生産性向上の課題として，大学や公的

研究機関などの知の創造を行っているアウトバンド候補機関における研究開発成果の

一層わかりやすい情報公開の促進や，企業が死蔵している技術情報の公開促進，インバ

ウンド側企業とアウトバウンド側企業のマッチング機会を促進する仕組みづくり，オー

プンイノベーションを行う企業への税制優遇措置などの政策が示唆される． 
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